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熊本
先月お伝えした熊本県の地震から、一か月が過ぎました。発災直後は最大506か所の避
難所に9931人の方が身を寄せ、水道は最大約10万8千⼾で断水、停電も約4万8千⼾
に及びました。その後、8月28⽇には水道本管の応急復旧が完了し、避難所は61か所・
2442人まで減ってきています。九州新幹線の熊本〜新水俣間も9月18⽇に運⾏再開の
予定です。一方で県南部では今も操業を再開できない⼯場があり、農林水産業の被害も
深刻です。報道が減っていく時期こそ、復旧の途中であることを覚えておきたいと思います。

水災
8月は水の災害が続きました。13⽇から14⽇にかけての「令和8年8月千葉豪⾬」では、千
葉市で24時間に367ミリ、１時間に115ﾐリという⾬が降り、死者13人・⾏方不1人、住
家被害は4597棟（床上浸水2218棟、床下浸水1987棟）、農林水産業の被害は約
30億円にのぼっています。冠水した道路には水没した⾞が取り残され、県内では一時
2800台以上の放置⾞両が確認されました。また損保大⼿4社で13880件以上の保険
⾦請求を受けているようです。27⽇には⽯川・富⼭でも線状降水帯が相次いで発⽣し、
氷⾒市では24時間362ミリと観測史上最大を記録し、両県で672棟の住家被害、23河
川の浸水と2か所の堤防決壊が確認され、こちらでも⾞両の浸水が報告されています。執
筆中の現在も、福井で被害が⽣じているようです。海外でも26⽇にネパール中部で氷河の
崩落を引き⾦とする⼟⽯流などが発⽣し、ネパールと中国あわせて約700人が亡くなり、⾏
方不明はおよそ3000人（⽇本人のご家族5人を含む）と報じられています。映像で⾒て
もすさまじい規模で、⾏方不明の方の多さが際⽴っています。一刻も早く救出されること、亡
くなられた方のご冥福をお祈りし、被災された皆様に⼼よりお⾒舞い申し上げます。

対策
いずれも遠い場所の出来事のように⾒えますが、線状降水帯による短時間の猛烈な⾬は、
この地域でも何度も観測されてきたものです。「うちは大丈夫」と思える根拠が今どれくらいあ
るか、防災の⽇を前に、あらためて周囲を⾒回していただければと思います。 例えば・・・
・ハザードマップ…お住まいと職場、通勤路の浸水想定と⼟砂災害の区域を一度確認する
・避難のタイミング…夜間の移動は危険。明るいうちに動く判断基準を決めておく
・水災への備え…⼟嚢・水嚢、⽌水板、側溝や⾬どいの清掃、⾞の避難場所の確保
・停電・断水…飲料水と⽣活⽤水、簡易トイレ、モバイルバッテリー、給油の余裕
・大事なもの…証券・通帳・重要書類は高い場所へ。写真やデータのバックアップも
・連絡と共有…家族や職場での連絡⼿段と集合場所を、携帯が使えない前提で決める
などなど…ネットでもAIでも調べればたくさんの備えが紹介されています。大きな災害があった
時が最も意識の高まる時だと思います。ぜひ大切な方と一緒に話し合ってみてください。

保険
いつもお伝えしていますが、事故や災害のための備えの一つが保険です。水災は火災保険
の水災補償を外していると対象になりませんし、床上浸水・地盤面から45センチ以上といっ
た⽀払要件があります。⾞の水没は⾃動⾞保険の⾞両保険でなければ対応できない点な
ど、注意すべきことがいくつもあります。備えがあるかどうかで、その後の再建の速さは大きく変
わります。いざという時に「入っているつもりだった…」ということがないように、⾒直しや確認で
したらお役に⽴てますので、ぜひお声掛けください。今月もどうぞご安全に。（浅井)
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インボイス～10月1日前後の取引にご注意 �
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9 月 の 税 務 と 労 務9月 （長月）SEPTEMBER
21日・敬老の日
22日・国民の休日
23日・秋分の日

国　税／�8月分源泉所得税の納付� �
� 9月10日

国　税／�7月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等）� 9月30日

国　税／�1月決算法人の中間申告� �
� 9月30日

国　税／�10月、1月、4月決算法人
の消費税等の中間申告（年
3回の場合）� 9月30日

　免税事業者等からの課税仕入れに係る税額控除の控除可能割合
が、今年10月1日以降は仕入税額相当額の7割（従来は8割）とな
るため、10月1日前後の取引は課税仕入れの時期にご注意くださ
い。課税仕入れの時期は原則として、商品の仕入れは引渡日ですが、
役務提供を受けた場合は約した役務の全部が完了した日です。



9 月号─2

慮
し
て
判
断
す
る
」
枠
組
み
を
前
提

に
、
裁
判
例
等
を
踏
ま
え
、
次
に
掲

げ
る
項
目
の
追
加
が
行
わ
れ
ま
し

た
。

賞
与
・
退
職
手
当
…
正
社
員
と
の
間

の
職
務
の
内
容
等
の
違
い
に
応
じ

た
均
衡
の
と
れ
た
内
容
と
な
っ
て

い
な
い
場
合
は
、
不
合
理
と
認
め

ら
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　
　
ま
ず
賞
与
・
退
職
手
当
の
「
目

的
」を
確
認
し
、そ
の
目
的
が
パ
ー

ト
・
有
期
に
も
当
て
は
ま
る
場
合

は
、
正
社
員
と
の
働
き
方
や
役
割

の
違
い
に
応
じ
た
バ
ラ
ン
ス
の
と

れ
た
も
の
に
な
っ
て
い
る
か
を
確

認
し
ま
し
ょ
う
。

無
事
故
手
当
／
家
族
手
当
／
住
宅
手

当
…
業
務
内
容
が
同
一
な
ら
無
事

故
手
当
の
同
等
取
扱
い
が
求
め
ら

れ
ま
す
。
継
続
勤
務
が
見
込
ま
れ

る
な
ら
家
族
手
当
の
同
等
取
扱
い

が
求
め
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
転
居

を
伴
う
配
置
変
更
の
有
無
に
応
じ

て
支
給
さ
れ
る
住
宅
手
当
は
、
同

条
件
に
あ
る
パ
ー
ト
・
有
期
に
も

同
等
の
取
扱
い
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
各
手
当
の
趣
旨
・
目
的
を
確

認
し
た
上
で
、
支
給
対
象
者
や
支

給
額
の
見
直
し
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

福
利
厚
生
施
設
…
福
利
厚
生
施
設
の

正
社
員
転
換
…
転
換
制
度
を
設
け
る

だ
け
で
な
く
複
数
措
置
が
望
ま
し

い
こ
と
、
更
新
時
の
面
談
や
メ
ー

ル
等
で
意
向
を
確
認
し
、
そ
の
意

向
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

も
の
と
さ
れ
ま
し
た
。

説
明
方
法
…
待
遇
の
相
違
の
内
容
及

び
理
由
の
説
明
の
際
は
、パ
ー
ト
・

有
期
が
内
容
を
理
解
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、「
資
料
活
用
＋
口

頭
説
明
」
ま
た
は
説
明
す
べ
き
事

項
を
全
て
記
載
し
容
易
に
理
解
で

き
る
内
容
の
資
料
を
交
付
す
る
等

の
方
法
に
よ
り
説
明
す
る
も
の
と

さ
れ
ま
し
た
。

四
　対
応
時
の
注
意
点

⑴
　
待
遇
差
の
解
消
の
仕
方

　
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
待
遇
の
相

違
の
解
消
等
の
目
的
は
、
パ
ー
ト
・

有
期
の
待
遇
の
改
善
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
待
遇
の
相
違
の
解
消
等
に
当

た
っ
て
は
、
正
社
員
の
待
遇
引
下
げ

（
労
働
条
件
の
不
利
益
変
更
）
に
よ

り
行
う
の
で
は
な
く
、
パ
ー
ト
・
有

期
の
労
働
条
件
の
改
善
を
図
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

⑵
　
抽
象
的
説
明
を
避
け
る

　「
役
割
期
待
が
違
う
か
ら
」な
ど
抽

象
的
・
主
観
的
な
説
明
だ
け
で
は
足

り
ず
、
客
観
的
か
つ
具
体
的
な
実
態

に
基
づ
い
て
説
明
で
き
る
こ
と
が
重

要
で
す
。

⑶
　
説
明
の
記
録
を
残
す

　
説
明
し
た
事
実
と
資
料
が
残
っ
て

い
な
い
場
合
、「
言
っ
た
・
言
わ
な
い
」

と
労
使
間
の
認
識
の
相
違
に
つ
な
が

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
説
明
に
用
い

た
資
料
と
説
明
記
録
を
残
し
て
お
き

ま
し
ょ
う
。

⑷
　
無
期
雇
用
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者

　
雇
用
期
間
を
定
め
ず
フ
ル
タ
イ
ム

で
勤
務
す
る
労
働
者
は
、
パ
ー
ト
タ

イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
法
が
適
用
さ

れ
る
対
象
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
労

働
契
約
は
、
均
衡
を
考
慮
し
つ
つ
締

結
す
べ
き
も
の
で
あ
り
、
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
趣
旨
が
考
慮
さ
れ
る
べ
き
で

あ
る
こ
と
（
無
期
雇
用
フ
ル
タ
イ
ム

労
働
者
も
、
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る

待
遇
の
相
違
が
あ
る
場
合
に
は
解
消

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
）
に
留
意

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑸
　
参
考
資
料
の
公
開

　
厚
生
労
働
省
に
よ
り
、「
同
一
労

働
同
一
賃
金
特
集
ペ
ー
ジ
」
が
設
け

ら
れ
、
各
種
の
解
説
資
料
や
支
援

ツ
ー
ル
が
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
。
改

正
対
応
の
際
に
活
用
す
る
と
よ
い
で

し
ょ
う
。

料
金
・
割
引
率
等
の
利
用
条
件
に

つ
い
て
、
正
社
員
と
の
間
に
不
合

理
と
認
め
ら
れ
る
待
遇
差
を
設
け

て
い
る
場
合
は
改
め
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

病
気
休
職
／
夏
季
・
冬
季
休
暇
／
褒

賞
…
正
社
員
に
病
気
休
職
期
間
の

給
与
保
障
を
行
う
場
合
は
、
継
続

勤
務
が
見
込
ま
れ
る
パ
ー
ト
・
有

期
の
病
休
に
対
し
て
も
給
与
保
障

を
す
る
、
正
社
員
と
パ
ー
ト
・
有

期
に
対
し
て
も
同
一
の
夏
季
・
冬

季
休
暇
を
付
与
す
る
、
一
定
期
間

の
勤
続
に
対
し
て
褒
賞
を
付
与
す

る
場
合
は
、
同
一
の
条
件
を
満
た

す
パ
ー
ト
・
有
期
に
対
し
て
も
同

一
の
褒
賞
を
付
与
す
る
と
い
っ
た

見
直
し
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

⑶
　
雇
用
管
理
の
改
善

　
雇
用
管
理
指
針
の
改
正
は
、
待
遇

差
の
是
正
を
賃
金
の
み
な
ら
ず
、
福

利
厚
生
や
キ
ャ
リ
ア
形
成
も
含
め
た

改
善
を
促
す
内
容
で
す
。

福
利
厚
生
施
設
…
従
来
例
示
さ
れ
て

い
た
給
食
施
設
・
休
憩
室
・
更
衣

室
に
加
え
、
物
品
販
売
所
、
診
療

所
、
保
育
所
、
体
育
館
、
保
養
施

設
、
駐
車
場
等
の
利
用
便
宜
の
供

与
を
講
ず
る
よ
う
配
慮
す
べ
き
旨

が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

・
　
下
請
事
業
者
↓
中
小
受
託
事
業

者
・
　
下
請
代
金
↓
製
造
委
託
等
代
金

⑵
　
対
象
事
業
者
の
基
準
の
拡
大

　
下
請
法
は
「
資
本
金
」
規
模
の
み

で
適
用
対
象
を
判
断
し
て
い
ま
し
た

が
、
取
適
法
で
は
「
従
業
員
数
」
に

よ
る
基
準
が
新
た
に
追
加
さ
れ
ま
し

た
。「
資
本
金
基
準
」
ま
た
は
「
従
業

員
基
準
」
の
い
ず
れ
か
を
満
た
せ
ば

適
用
対
象
と
な
り
ま
す（
表
参
照
）。

　
急
成
長
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
や
Ｉ

Ｔ
企
業
で
は
、
資
本
金
は
小
さ
い
も

の
の
従
業
員
数
は
多
い
ケ
ー
ス
が
あ

り
、
従
来
の
下
請
法
で
は
対
象
外
だ

っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
今
後
は
委

託
事
業
者
と
し
て
義
務
を
負
う
可
能

性
が
あ
り
ま
す
。

⑶
　
対
象
取
引
の
拡
大

　
従
来
の
製
造
委
託
、
修
理
委
託
、

情
報
成
果
物
作
成
委
託
、
役
務
提
供

委
託
に
加
え
、「
特
定
運
送
委
託
」

が
新
た
に
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

　
特
定
運
送
委
託
は
、
事
業
者
が
製

造
・
販
売
等
や
修
理
を
請
け
負
っ
た

目
的
物
の
引
渡
し
に
必
要
な
運
送
に

限
定
し
対
象
が
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

無
償
で
荷
役
・
荷
待
ち
を
強
要
さ
れ

る
物
流
業
の
不
当
慣
行
に
対
応
す
る

も
の
で
す
。

実
務
上
︑
必
要
な
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

⑴
　
用
語
の
見
直
し

　「
下
請
」
と
い
う
上
下
関
係
を
連

想
さ
せ
る
用
語
が
廃
止
さ
れ
、
次
の

よ
う
に
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

・
　
下
請
代
金
支
払
遅
延
等
防
止
法

↓
製
造
委
託
等
に
係
る
中
小
受
託

事
業
者
に
対
す
る
代
金
の
支
払
の

遅
延
等
の
防
止
に
関
す
る
法
律

（
中
小
受
託
取
引
適
正
化
法
、
通

称
:
取
適
法
）

・
　
親
事
業
者
↓
委
託
事
業
者

　
近
年
、
労
務
費
・
原
材
料
費
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
費
な
ど
急
激
に
コ
ス
ト
が

上
昇
す
る
中
、
受
注
側
の
中
小
企
業

者
が
発
注
側
に
対
し
て
コ
ス
ト
上
昇

分
を
価
格
に
転
嫁
で
き
な
い
ケ
ー
ス

が
社
会
問
題
と
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
中
、
賃
上
げ
の
原
資

を
確
保
し
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全

体
で
適
正
な
価
格
転
嫁
を
定
着
さ
せ

る
「
構
造
的
な
価
格
転
嫁
」
の
実
現

を
目
指
す
上
で
、
従
来
の
下
請
法
で

は
対
応
に
限
界
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、

委
託
取
引
の
ル
ー
ル
が
大
き
く
見
直

さ
れ
ま
し
た
。

　
今
年
１
月
１
日
に「
下
請
法
」が
改
正
さ
れ
、「
中
小
受
託

　
今
年
１
月
１
日
に「
下
請
法
」が
改
正
さ
れ
、「
中
小
受
託

取
引
適
正
化
法（
通
称
：
取
適
法（
と
り
て
き
ほ
う
）」と
し

取
引
適
正
化
法（
通
称
：
取
適
法（
と
り
て
き
ほ
う
）」と
し

て
新
た
に
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

て
新
た
に
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

　
法
律
の
目
的
は
下
請
法
か
ら
変
わ
ら
ず
、委
託
事
業
者（
発

　
法
律
の
目
的
は
下
請
法
か
ら
変
わ
ら
ず
、委
託
事
業
者（
発

注
側
）
に
よ
る
優
越
的
地
位
の
濫
用
を
防
ぎ
、
中
小
受
託
事

注
側
）
に
よ
る
優
越
的
地
位
の
濫
用
を
防
ぎ
、
中
小
受
託
事

業
者
（
受
注
側
の
中
小
事
業
者
）
の
利
益
を
守
る
こ
と
で
す

業
者
（
受
注
側
の
中
小
事
業
者
）
の
利
益
を
守
る
こ
と
で
す

が
、
適
用
対
象
と
な
る
取
引
や
事
業
者
の
範
囲
が
拡
大
さ

が
、
適
用
対
象
と
な
る
取
引
や
事
業
者
の
範
囲
が
拡
大
さ

れ
る
な
ど
大
き
く
変
わ
る
た
め
、
委
託
側
も
受
託
側
も
新

れ
る
な
ど
大
き
く
変
わ
る
た
め
、
委
託
側
も
受
託
側
も
新

ル
ー
ル
を
し
っ
か
り
理
解
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

ル
ー
ル
を
し
っ
か
り
理
解
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

取
適
法
へ
の
対
応
は

取
適
法
へ
の
対
応
は

万
全
で
す
か
？

万
全
で
す
か
？

取適法の主な適用基準

◯ 製造委託・修理委託・特定運送委託（新設） ◯情報成果物作成委託・役務提供委託

委託事業者 中小受託事業者 委託事業者 中小受託事業者

資本金
３億円超 ➡ ３億円以下

資本金
５千万円超 ➡ ５千万円以下

１千万円超
３億円以下 ➡ １千万円以下 １千万円超　

５千万円以下 ➡ １千万円以下

従業員 300 人超 ➡ 300 人以下 従業員 100 人超 ➡ 100 人以下

※ 　「従業員数」は「常時使用する従業員」を指し、役員や日雇労働者は含まれませんが、パー
ト・アルバイトでも継続的に雇用されている者は含まれます。
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今
や
る
べ
き
対
応

　
取
適
法
は
法
務
部
門
だ
け
で
な
く

営
業
・
経
理
・
購
買
・
調
達
な
ど
複

数
部
門
で
実
務
変
更
が
必
要
で
す
。

⑴
　
取
適
法
に
該
当
す
る
か
の
確
認

　
資
本
金
基
準
だ
け
で
な
く
、
従
業

員
数
基
準
に
該
当
す
る
か
を
確
認
し

ま
す
。

⑵
　
用
語
修
正
と
条
項
見
直
し

　
取
引
基
本
契
約
書
・
業
務
委
託
契

約
、
発
注
書
・
注
文
書
の
ひ
な
型
、

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
マ
ニ
ュ
ア
ル
な

ど
社
内
規
程
、
取
引
先
向
け
説
明
資

料
な
ど
書
類
を
棚
卸
し
し
ま
し
ょ
う
。

　「
親
事
業
者
」「
下
請
事
業
者
」「
下

請
代
金
」
等
の
旧
用
語
は
す
べ
て
新

用
語
に
修
正
し
ま
す
。
ま
た
、
受
注

側
か
ら
価
格
協
議
申
入
れ
の
応
答
義

務
に
沿
っ
た
価
格
協
議
条
項
を
追
加

し
、
手
形
払
い
削
除
や
60
日
以
内
の

支
払
設
定
の
支
払
条
件
条
項
の
見
直

し
が
急
務
で
す
。

⑶
　
価
格
協
議
の
求
め
が
あ
っ
た
際

の
フ
ロ
ー
の
整
備

　
最
も
注
視
す
べ
き
「
一
方
的
な
代

金
決
定
の
禁
止
」へ
の
対
応
と
し
て
、

受
注
側
か
ら
価
格
協
議
の
求
め
が
あ

っ
た
際
、
い
つ
・
ど
の
よ
う
に
・
ど

年
度
末
の
手
形
廃
止
方
針
と
連
動

し「
手
形
の
交
付
」や「
電
子
記
録

債
権
や
一
括
決
済
方
式
の
う
ち
中

小
受
託
事
業
者
が
支
払
期
日
ま
で

に
代
金
相
当
額
の
金
銭
と
引
き
換

え
困
難
な
も
の
」
が
禁
止
さ
れ
ま

し
た
。

⑸
　
委
託
事
業
者
に
課
さ
れ
る
義
務

の
追
加

①
　
発
注
内
容
等
の
明
示

　
　
中
小
受
託
事
業
者
に
発
注
内
容

等
を
書
面
又
は
電
子
メ
ー
ル
な
ど

で
明
示
す
る
義
務
。

　
　
法
改
正
に
よ
り
中
小
受
託
事
業

者
の
承
諾
が
な
く
て
も
可
能
。

②
　
遅
延
利
息
の
支
払
い

　
　
支
払
期
日
ま
で
に
代
金
を
支
払

わ
な
か
っ
た
場
合
、
物
品
等
の
受

領
か
ら
60
日
経
過
し
た
日
か
ら
実

際
に
支
払
う
日
ま
で
の
日
数
に
応

じ
、
中
小
受
託
事
業
者
に
年
率

14
・
６
％
の
遅
延
利
息
を
支
払
う

義
務
。

　
　
法
改
正
で
正
当
な
理
由
な
く
支

払
代
金
を
減
額
し
た
場
合
、
減
額

し
た
日
又
は
物
品
等
の
受
領
日
か

ら
60
日
を
経
過
し
た
日
の
い
ず
れ

か
遅
い
日
か
ら
減
額
分
を
支
払
う

日
ま
で
の
期
間
の
遅
延
利
息
を
支

払
う
。

ん
な
説
明
を
し
た
の
か
回
答
内
容
を

管
理
し
記
録
と
し
て
残
し
ま
す
。

　
取
引
記
録
の
電
磁
的
保
存
は
２
年

間
必
要
で
す
。

⑷
　
支
払
条
件
・
手
段
の
実
態
確
認

　
経
理
・
財
務
部
門
と
連
携
し
、
現

在
、
手
形
・
電
子
記
録
債
権
で
決
済

し
て
い
る
取
引
を
洗
い
出
し
ま
す
。

支
払
期
日
ま
で
に
満
額
相
当
の
現
金

を
受
け
取
れ
る
か
が
判
断
基
準
で

す
。
割
引
コ
ス
ト
が
生
じ
る
電
子
記

録
債
権
や
フ
ァ
ク
タ
リ
ン
グ
等
に
つ

い
て
も
、個
別
に
検
討
が
必
要
で
す
。

　
銀
行
の
振
込
手
数
料
を
製
造
委
託

等
代
金
か
ら
差
し
引
い
て
支
払
う
こ

と
も
減
額
に
当
た
る
た
め
、
注
意
し

ま
し
ょ
う
。

⑸
　
会
社
全
体
へ
の
統
制

　「
価
格
協
議
を
無
視
し
て
い
な
い

か
」、「
手
形
支
払
い
は
認
め
ら
れ
な

い
」
と
い
う
２
点
は
最
低
限
、
会
社

全
体
に
周
知
さ
せ
ま
し
ょ
う
。
特
に

営
業
担
当
者
な
ど
現
場
レ
ベ
ル
で
の

理
解
が
必
須
で
す
。
子
会
社
や
関
係

会
社
を
含
め
た
一
元
管
理
で
グ
ル
ー

プ
全
体
の
取
適
法
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
教
育
の
企
画
を
計
画
的
に
実
施
し

て
く
だ
さ
い
。

　
す
で
に
施
行
さ
れ
た
取
適
法
に
早

急
に
対
応
し
仕
組
み
化
し
ま
し
ょ
う
。

⑷
　
委
託
事
業
者
の
禁
止
行
為
の
追

加
①
　
協
議
に
応
じ
な
い
一
方
的
な
代

金
決
定
の
禁
止

　
　
取
適
法
の
改
正
内
容
で
最
も
実

務
的
影
響
が
大
き
い
の
が
、「
協

議
に
応
じ
な
い
一
方
的
な
代
金
決

定
の
禁
止
」の
新
設
で
す
。

　
　
下
請
法
で
も「
買
い
た
た
き（
不

当
に
低
い
価
格
の
設
定
）」は
禁
止

さ
れ
て
い
ま
し
た
。
取
適
法
で
は
、

中
小
受
託
事
業
者
か
ら
価
格
協
議

の
求
め
が
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
協
議
に
応
じ
な
か
っ
た
り
、
必

要
な
説
明
を
行
わ
な
か
っ
た
り
し

て
一
方
的
に
代
金
を
決
定
す
る
行

為
が
明
示
的
に
禁
止
さ
れ
ま
し
た
。

②
　
報
復
措
置

　
　
委
託
事
業
者
の
違
反
行
為
を
中

小
受
託
事
業
者
が
公
正
取
引
委
員

会
な
ど
に
申
し
出
た
こ
と
を
理
由

に
不
利
益
な
取
扱
い
を
受
け
た
場

合
、
情
報
提
供
先
と
し
て
事
業
所

管
省
庁
へ
の
通
報
が
可
能
と
な
り

ま
し
た
。

③
　
支
払
条
件
の
見
直
し

　
　
発
注
し
た
物
品
等
の
受
領
日
か

ら
60
日
以
内
で
定
め
た
支
払
期
日

ま
で
に
代
金
を
支
払
わ
な
い
行
為

は
禁
止
さ
れ
て
お
り
、
２
０
２
６
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買
換
資
産
が
集
中
地
域
以
外
に
あ

る
場
合
で
、
本
店
ま
た
は
主
た
る

事
務
所
の
所
在
地
の
移
転
を
伴
う

と
き
：
90
％

対
象
と
な
る
買
換
え
と 

令
和
８
年
度
税
制
改
正

　
こ
の
制
度
は
、
全
て
の
資
産
の
買

換
え
が
対
象
に
な
る
も
の
で
は
な
く
、

次
の
買
換
え
に
限
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

令
和
８
年
度
税
制
改
正
に
よ
る
見
直

し
と
併
せ
て
み
て
い
き
ま
す
。

❶
　
航
空
機
騒
音
障
害
区
域
内
に
あ

る
土
地
等
（
一
定
の
も
の
を
除

く
）、
建
物
（
そ
の
附
属
設
備
を

含
む
、
以
下
同
じ
）
ま
た
は
構
築

物
で
一
定
の
場
合
に
譲
渡
さ
れ
る

も
の
か
ら
、
そ
の
区
域
外
で
一
定

の
土
地
等
、
建
物
、
構
築
物
ま
た

は
機
械
・
装
置
へ
の
買
換
え

改
正

　一
定
の
区
域
に
係
る
措
置

を
除
外
。

❷
　
既
成
市
街
地
等
お
よ
び
こ
れ
に

類
す
る
一
定
の
区
域
（
人
口
集
中

地
区
）
内
に
あ
る
土
地
等
、
建
物

ま
た
は
構
築
物
か
ら
、
土
地
の
計

画
的
か
つ
効
率
的
な
利
用
に
資
す

る
施
策
の
実
施
に
伴
っ
て
取
得
を

さ
れ
る
土
地
等
、
建
物
ま
た
は
構

築
物
へ
の
買
換
え
。

改
正

　買
換
資
産
が
防
災
再
開
発

促
進
地
区
な
ど
特
定
の
区
域
以

外
の
区
域
内
に
あ
る
場
合
の
圧

縮
割
合
を
60
％
に
引
下
げ
。

❸
　
所
有
期
間
が
10
年
を
超
え
る
国

内
に
あ
る
土
地
等
、
建
物
ま
た
は

構
築
物
か
ら
国
内
に
あ
る
一
定
の

土
地
等
、
建
物
ま
た
は
構
築
物
へ

の
買
換
え
。

改
正

　買
換
資
産
を
、
事
務
所
や

工
場
、
店
舗
、
倉
庫
な
ど
の
施

設
と
、
そ
の
敷
地
の
用
に
供
さ

れ
る
土
地
等
に
限
定
。

❹
　
日
本
船
舶
か
ら
日
本
船
舶
へ
の

買
換
え
。

改
正

　一
定
の
出
力
以
下
の
譲
渡

資
産
を
除
外
。

①～④をまとめると下表のとおりです。

譲渡資産 買換資産 本店等
の移転 その他

原則 80％ 80％
東京 23区 集中地域以外（※1） 90％ 80％
集中地域以外 東京 23区 60％ 70％
集中地域以外 集中地域内（※2） 75％ 75％

※ 1　地域再生法に規定する集中地域以外の地域内
※ 2　東京都の特別区の存する区域を除く

譲渡資産 買換資産

課税繰延

課税

譲渡対価の額

図　圧縮記帳のイメージ

譲渡益

帳簿価額
譲渡経費の額

国土交通省資料より

10年超の
土地、建物等

国内にある 300㎡以上の
土地（※）・建物等
※資材置場等は除く

取得価額

圧縮

帳簿価額

圧縮割合
80％

20％

圧縮限度額　＝　圧縮基礎取得価額　×　差益割合　×　圧縮割合

※圧縮基礎取得価額：�買換資産の取得価額と譲渡資産の譲渡対価の額のうち
いずれか少ない金額

※差益割合 ＝
譲渡対価の額�－（譲渡資産の帳簿価額＋譲渡経費の額）

譲渡対価の額

制
度
の
概
要
と
対
象
資
産

　
こ
の
制
度
は
、
法
人
が
保
有
す
る

土
地
や
建
物
な
ど
の
事
業
用
資
産
を

買
い
換
え
た
際
に
、
譲
渡
益
の
一
部

に
対
す
る
課
税
を
将
来
に
繰
り
延
べ

る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
す
。

　
具
体
的
に
は
、
法
人
が
、
事
業
の

用
に
供
し
て
い
る
棚
卸
資
産
以
外
の

特
定
の
資
産
（
以
下
﹁
譲
渡
資
産
﹂）

を
譲
渡
し
、
譲
渡
の
日
を
含
む
事
業

年
度
に
お
い
て
特
定
の
資
産
（
以
下

﹁
買
換
資
産
﹂）
を
取
得
し
、
取
得
の

日
か
ら
１
年
以
内
に
そ
の
買
換
資
産

を
事
業
の
用
に
供
し
た
場
合
ま
た
は

供
す
る
見
込
み
で
あ
る
場
合
、
買
換

資
産
に
つ
い
て
一
定
の
方
法
で
経
理

を
し
た
と
き
は
、﹁
特
定
資
産
を
買

い
換
え
た
場
合
の
圧
縮
記
帳
﹂
の
適

用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
対
象
と
な
る
譲
渡
資
産
は
、
棚
卸

資
産
で
は
な
い
、
贈
与
や
交
換
な
ど

に
よ
り
譲
渡
す
る
資
産
で
は
な
い
、

合
併
な
ど
に
よ
り
移
転
す
る
資
産
で

は
な
い
、
な
ど
の
要
件
を
満
た
す
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　
買
換
資
産
は
、
原
則
と
し
て
譲
渡

し
た
日
を
含
む
事
業
年
度
に
取
得
し

た
資
産
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
が
、

譲
渡
資
産
を
譲
渡
し
た
日
を
含
む
事

業
年
度
の
前
後
1
年
以
内
に
取
得
し

た
資
産
も
含
ま
れ
ま
す
。
ま
た
、
買

換
資
産
が
土
地
等
の
場
合
に
は
、
譲

渡
資
産
で
あ
る
土
地
等
の
面
積
の
5

倍
以
内
の
面
積
で
あ
る
こ
と
な
ど
の

要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
な
お
、
圧
縮
記
帳
の
適
用
に
当
た

っ
て
は
、
一
定
の
期
限
内
に
、
届
出

書
を
所
轄
税
務
署
長
に
提
出
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

経
理
方
法

　
圧
縮
記
帳
の
適
用
を
受
け
る
た
め

の
経
理
方
法
に
は
、
い
く
つ
か
種
類

が
あ
り
ま
す
が
、
こ
こ
で
は
﹁
損
金

経
理
に
よ
り
買
換
資
産
の
帳
簿
価
額

を
減
額
す
る
方
法
﹂
に
つ
い
て
説
明

し
ま
す
。

　
ま
ず
譲
渡
資
産
に
つ
い
て
は
、
譲

渡
対
価
の
額
か
ら
、
譲
渡
資
産
の
帳

簿
価
額
と
譲
渡
経
費
の
額
を
差
し
引

い
て
、
譲
渡
資
産
の
譲
渡
益
を
計
上

し
ま
す
。
そ
し
て
買
換
資
産
に
つ
い

て
、
圧
縮
限
度
額
ま
で
圧
縮
損
を
計

上
し
、
買
換
資
産
の
帳
簿
価
額
を
減

額
し
ま
す
（
図
参
照
）。
圧
縮
損
を

計
上
す
る
こ
と
で
、
譲
渡
資
産
の
譲

渡
益
を
圧
縮
（
減
額
）
さ
せ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　
圧
縮
限
度
額
は
、
圧
縮
基
礎
取
得

価
額
（
買
換
資
産
の
取
得
価
額
と
譲

渡
資
産
の
対
価
の
額
の
う
ち
、
少
な

い
方
の
金
額
）
に
差
益
割
合
と
圧
縮

割
合
を
乗
じ
て
求
め
ま
す
。

圧
縮
割
合

　
圧
縮
限
度
額
を
求
め
る
際
の
圧
縮

割
合
は
、
原
則
は
80
％
で
す
。
た
だ

し
、
長
期
所
有
資
産
の
買
換
え
（
詳

細
は
後
述
❸
）
に
つ
い
て
は
、
次
の

よ
う
に
な
り
ま
す
。

①
　
譲
渡
資
産
が
、
地
域
再
生
法
に

規
定
す
る
集
中
地
域
以
外
の
地
域

内
（
以
下
﹁
集
中
地
域
以
外
﹂）
に

あ
り
、
か
つ
買
換
資
産
が
東
京
都

の
特
別
区
の
存
す
る
区
域
内
に
あ

る
場
合
で
、
本
店
ま
た
は
主
た
る

事
務
所
の
所
在
地
の
移
転
を
伴
う

と
き
：
60
％

②
　
譲
渡
資
産
が
集
中
地
域
以
外
に

あ
り
、
か
つ
買
換
資
産
が
東
京
都

の
特
別
区
の
存
す
る
区
域
内
に
あ

る
場
合
で
、
①
以
外
の
と
き
：
70

％
③
　
譲
渡
資
産
が
集
中
地
域
以
外
に

あ
り
、
か
つ
買
換
資
産
が
地
域
再

生
法
に
規
定
す
る
集
中
地
域
（
東

京
都
の
特
別
区
の
存
す
る
区
域
を

除
く
）内
に
あ
る
場
合
：
75
％

④
　
譲
渡
資
産
が
東
京
都
の
特
別
区

の
存
す
る
区
域
内
に
あ
り
、
か
つ

特
定
資
産
を

特
定
資
産
を

買
い
換
え
た
場
合
の
特
例

買
い
換
え
た
場
合
の
特
例

　
法
人
が
特
定
資
産
を
買
い
換
え
た
場
合
に
圧
縮
記
帳
が

　
法
人
が
特
定
資
産
を
買
い
換
え
た
場
合
に
圧
縮
記
帳
が

で
き
る
制
度
に
つ
い
て
、
令
和
８
年
度
税
制
改
正
で
対
象

で
き
る
制
度
に
つ
い
て
、
令
和
８
年
度
税
制
改
正
で
対
象

資
産
の
見
直
し
等
が
さ
れ
た
う
え
で
、
適
用
期
限
が
令
和

資
産
の
見
直
し
等
が
さ
れ
た
う
え
で
、
適
用
期
限
が
令
和

1111
年
３
月

年
３
月
3131
日
ま
で
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

日
ま
で
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

　
適
用
で
き
る
資
産
は
限
定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
制
度
の

　
適
用
で
き
る
資
産
は
限
定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
制
度
の

内
容
や
改
正
点
に
つ
い
て
、
ポ
イ
ン
ト
を
確
認
し
ま
す
。

内
容
や
改
正
点
に
つ
い
て
、
ポ
イ
ン
ト
を
確
認
し
ま
す
。
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買
換
資
産
が
集
中
地
域
以
外
に
あ

る
場
合
で
、
本
店
ま
た
は
主
た
る

事
務
所
の
所
在
地
の
移
転
を
伴
う

と
き
：
90
％

対
象
と
な
る
買
換
え
と 

令
和
８
年
度
税
制
改
正

　
こ
の
制
度
は
、
全
て
の
資
産
の
買

換
え
が
対
象
に
な
る
も
の
で
は
な
く
、

次
の
買
換
え
に
限
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

令
和
８
年
度
税
制
改
正
に
よ
る
見
直

し
と
併
せ
て
み
て
い
き
ま
す
。

❶
　
航
空
機
騒
音
障
害
区
域
内
に
あ

る
土
地
等
（
一
定
の
も
の
を
除

く
）、
建
物
（
そ
の
附
属
設
備
を

含
む
、
以
下
同
じ
）
ま
た
は
構
築

物
で
一
定
の
場
合
に
譲
渡
さ
れ
る

も
の
か
ら
、
そ
の
区
域
外
で
一
定

の
土
地
等
、
建
物
、
構
築
物
ま
た

は
機
械
・
装
置
へ
の
買
換
え

改
正

　一
定
の
区
域
に
係
る
措
置

を
除
外
。

❷
　
既
成
市
街
地
等
お
よ
び
こ
れ
に

類
す
る
一
定
の
区
域
（
人
口
集
中

地
区
）
内
に
あ
る
土
地
等
、
建
物

ま
た
は
構
築
物
か
ら
、
土
地
の
計

画
的
か
つ
効
率
的
な
利
用
に
資
す

る
施
策
の
実
施
に
伴
っ
て
取
得
を

さ
れ
る
土
地
等
、
建
物
ま
た
は
構

築
物
へ
の
買
換
え
。

改
正

　買
換
資
産
が
防
災
再
開
発

促
進
地
区
な
ど
特
定
の
区
域
以

外
の
区
域
内
に
あ
る
場
合
の
圧

縮
割
合
を
60
％
に
引
下
げ
。

❸
　
所
有
期
間
が
10
年
を
超
え
る
国

内
に
あ
る
土
地
等
、
建
物
ま
た
は

構
築
物
か
ら
国
内
に
あ
る
一
定
の

土
地
等
、
建
物
ま
た
は
構
築
物
へ

の
買
換
え
。

改
正

　買
換
資
産
を
、
事
務
所
や

工
場
、
店
舗
、
倉
庫
な
ど
の
施

設
と
、
そ
の
敷
地
の
用
に
供
さ

れ
る
土
地
等
に
限
定
。

❹
　
日
本
船
舶
か
ら
日
本
船
舶
へ
の

買
換
え
。

改
正

　一
定
の
出
力
以
下
の
譲
渡

資
産
を
除
外
。

①～④をまとめると下表のとおりです。

譲渡資産 買換資産 本店等
の移転 その他

原則 80％ 80％
東京 23区 集中地域以外（※1） 90％ 80％
集中地域以外 東京 23区 60％ 70％
集中地域以外 集中地域内（※2） 75％ 75％
※ 1　地域再生法に規定する集中地域以外の地域内
※ 2　東京都の特別区の存する区域を除く

譲渡資産 買換資産

課税繰延

課税

譲渡対価の額

図　圧縮記帳のイメージ

譲渡益

帳簿価額
譲渡経費の額

国土交通省資料より

10年超の
土地、建物等

国内にある 300㎡以上の
土地（※）・建物等
※資材置場等は除く

取得価額

圧縮

帳簿価額

圧縮割合
80％

20％

圧縮限度額　＝　圧縮基礎取得価額　×　差益割合　×　圧縮割合

※圧縮基礎取得価額：�買換資産の取得価額と譲渡資産の譲渡対価の額のうち
いずれか少ない金額

※差益割合 ＝
譲渡対価の額�－（譲渡資産の帳簿価額＋譲渡経費の額）

譲渡対価の額
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今
や
る
べ
き
対
応

　
取
適
法
は
法
務
部
門
だ
け
で
な
く

営
業
・
経
理
・
購
買
・
調
達
な
ど
複

数
部
門
で
実
務
変
更
が
必
要
で
す
。

⑴
　
取
適
法
に
該
当
す
る
か
の
確
認

　
資
本
金
基
準
だ
け
で
な
く
、
従
業

員
数
基
準
に
該
当
す
る
か
を
確
認
し

ま
す
。

⑵
　
用
語
修
正
と
条
項
見
直
し

　
取
引
基
本
契
約
書
・
業
務
委
託
契

約
、
発
注
書
・
注
文
書
の
ひ
な
型
、

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
マ
ニ
ュ
ア
ル
な

ど
社
内
規
程
、
取
引
先
向
け
説
明
資

料
な
ど
書
類
を
棚
卸
し
し
ま
し
ょ
う
。

　「
親
事
業
者
」「
下
請
事
業
者
」「
下

請
代
金
」
等
の
旧
用
語
は
す
べ
て
新

用
語
に
修
正
し
ま
す
。
ま
た
、
受
注

側
か
ら
価
格
協
議
申
入
れ
の
応
答
義

務
に
沿
っ
た
価
格
協
議
条
項
を
追
加

し
、
手
形
払
い
削
除
や
60
日
以
内
の

支
払
設
定
の
支
払
条
件
条
項
の
見
直

し
が
急
務
で
す
。

⑶
　
価
格
協
議
の
求
め
が
あ
っ
た
際

の
フ
ロ
ー
の
整
備

　
最
も
注
視
す
べ
き
「
一
方
的
な
代

金
決
定
の
禁
止
」へ
の
対
応
と
し
て
、

受
注
側
か
ら
価
格
協
議
の
求
め
が
あ

っ
た
際
、
い
つ
・
ど
の
よ
う
に
・
ど

年
度
末
の
手
形
廃
止
方
針
と
連
動

し「
手
形
の
交
付
」や「
電
子
記
録

債
権
や
一
括
決
済
方
式
の
う
ち
中

小
受
託
事
業
者
が
支
払
期
日
ま
で

に
代
金
相
当
額
の
金
銭
と
引
き
換

え
困
難
な
も
の
」
が
禁
止
さ
れ
ま

し
た
。

⑸
　
委
託
事
業
者
に
課
さ
れ
る
義
務

の
追
加

①
　
発
注
内
容
等
の
明
示

　
　
中
小
受
託
事
業
者
に
発
注
内
容

等
を
書
面
又
は
電
子
メ
ー
ル
な
ど

で
明
示
す
る
義
務
。

　
　
法
改
正
に
よ
り
中
小
受
託
事
業

者
の
承
諾
が
な
く
て
も
可
能
。

②
　
遅
延
利
息
の
支
払
い

　
　
支
払
期
日
ま
で
に
代
金
を
支
払

わ
な
か
っ
た
場
合
、
物
品
等
の
受

領
か
ら
60
日
経
過
し
た
日
か
ら
実

際
に
支
払
う
日
ま
で
の
日
数
に
応

じ
、
中
小
受
託
事
業
者
に
年
率

14
・
６
％
の
遅
延
利
息
を
支
払
う

義
務
。

　
　
法
改
正
で
正
当
な
理
由
な
く
支

払
代
金
を
減
額
し
た
場
合
、
減
額

し
た
日
又
は
物
品
等
の
受
領
日
か

ら
60
日
を
経
過
し
た
日
の
い
ず
れ

か
遅
い
日
か
ら
減
額
分
を
支
払
う

日
ま
で
の
期
間
の
遅
延
利
息
を
支

払
う
。

ん
な
説
明
を
し
た
の
か
回
答
内
容
を

管
理
し
記
録
と
し
て
残
し
ま
す
。

　
取
引
記
録
の
電
磁
的
保
存
は
２
年

間
必
要
で
す
。

⑷
　
支
払
条
件
・
手
段
の
実
態
確
認

　
経
理
・
財
務
部
門
と
連
携
し
、
現

在
、
手
形
・
電
子
記
録
債
権
で
決
済

し
て
い
る
取
引
を
洗
い
出
し
ま
す
。

支
払
期
日
ま
で
に
満
額
相
当
の
現
金

を
受
け
取
れ
る
か
が
判
断
基
準
で

す
。
割
引
コ
ス
ト
が
生
じ
る
電
子
記

録
債
権
や
フ
ァ
ク
タ
リ
ン
グ
等
に
つ

い
て
も
、個
別
に
検
討
が
必
要
で
す
。

　
銀
行
の
振
込
手
数
料
を
製
造
委
託

等
代
金
か
ら
差
し
引
い
て
支
払
う
こ

と
も
減
額
に
当
た
る
た
め
、
注
意
し

ま
し
ょ
う
。

⑸
　
会
社
全
体
へ
の
統
制

　「
価
格
協
議
を
無
視
し
て
い
な
い

か
」、「
手
形
支
払
い
は
認
め
ら
れ
な

い
」
と
い
う
２
点
は
最
低
限
、
会
社

全
体
に
周
知
さ
せ
ま
し
ょ
う
。
特
に

営
業
担
当
者
な
ど
現
場
レ
ベ
ル
で
の

理
解
が
必
須
で
す
。
子
会
社
や
関
係

会
社
を
含
め
た
一
元
管
理
で
グ
ル
ー

プ
全
体
の
取
適
法
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
教
育
の
企
画
を
計
画
的
に
実
施
し

て
く
だ
さ
い
。

　
す
で
に
施
行
さ
れ
た
取
適
法
に
早

急
に
対
応
し
仕
組
み
化
し
ま
し
ょ
う
。

⑷
　
委
託
事
業
者
の
禁
止
行
為
の
追

加
①
　
協
議
に
応
じ
な
い
一
方
的
な
代

金
決
定
の
禁
止

　
　
取
適
法
の
改
正
内
容
で
最
も
実

務
的
影
響
が
大
き
い
の
が
、「
協

議
に
応
じ
な
い
一
方
的
な
代
金
決

定
の
禁
止
」の
新
設
で
す
。

　
　
下
請
法
で
も「
買
い
た
た
き（
不

当
に
低
い
価
格
の
設
定
）」は
禁
止

さ
れ
て
い
ま
し
た
。
取
適
法
で
は
、

中
小
受
託
事
業
者
か
ら
価
格
協
議

の
求
め
が
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
協
議
に
応
じ
な
か
っ
た
り
、
必

要
な
説
明
を
行
わ
な
か
っ
た
り
し

て
一
方
的
に
代
金
を
決
定
す
る
行

為
が
明
示
的
に
禁
止
さ
れ
ま
し
た
。

②
　
報
復
措
置

　
　
委
託
事
業
者
の
違
反
行
為
を
中

小
受
託
事
業
者
が
公
正
取
引
委
員

会
な
ど
に
申
し
出
た
こ
と
を
理
由

に
不
利
益
な
取
扱
い
を
受
け
た
場

合
、
情
報
提
供
先
と
し
て
事
業
所

管
省
庁
へ
の
通
報
が
可
能
と
な
り

ま
し
た
。

③
　
支
払
条
件
の
見
直
し

　
　
発
注
し
た
物
品
等
の
受
領
日
か

ら
60
日
以
内
で
定
め
た
支
払
期
日

ま
で
に
代
金
を
支
払
わ
な
い
行
為

は
禁
止
さ
れ
て
お
り
、
２
０
２
６

げ
ま
す
。

・
　
雇
用
条
件
通
知
書
（
ま
た
は
雇

用
契
約
書
）
の
記
載
欄
を
追
加

し
、
説
明
窓
口
（
部
署
・
担
当
）

を
明
確
化

・
　
説
明
に
使
う
資
料
（
待
遇
を
ま

と
め
た
表
、
比
較
表
、
評
価
制
度

の
説
明
）を
用
意

・
　
口
頭
説
明
に
よ
り
行
っ
て
い
る

も
の
は
、
資
料
の
交
付
・
閲
覧
を

可
能
と
す
る
こ
と
な
ど
を
検
討

　
ま
た
、
労
働
者
か
ら
求
め
が
な
い

場
合
で
も
、
更
新
時
等
に
分
か
り
や

す
い
資
料
を
交
付
、「
説
明
を
求
め

る
こ
と
が
で
き
る
」
旨
を
周
知
し
て

お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
で
す
。

⑵
　
賃
金
・
手
当
・
休
暇
・
退
職
手

当
等
の
再
点
検
︵
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

対
応
︶

　
パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働

法
で
は
、
同
一
企
業
内
の
正
社
員
と

パ
ー
ト
・
有
期
と
の
間
で
、
待
遇
に

つ
い
て
不
合
理
な
差
を
設
け
る
こ
と

を
禁
止
し
て
お
り
、「
同
一
労
働
同

一
賃
金
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」に
お
い
て
、

そ
の
考
え
方
や
具
体
例
な
ど
が
示
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
改
正
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
待
遇
差

の
判
断
を
「
待
遇
ご
と
に
、
性
質
・

目
的
に
照
ら
し
て
適
切
な
事
情
を
考

一
　改
正
の
背
景

　
今
回
の
改
正
は
、
働
き
方
改
革
関

連
法
に
基
づ
く
「
施
行
５
年
後
見
直

し
」の
検
討
を
踏
ま
え
た
も
の
で
す
。

　
施
行
か
ら
５
年
が
経
過
し
、
非
正

規
雇
用
労
働
者
の
待
遇
改
善
の
取
組

は
進
ん
だ
も
の
の
、
正
規
と
非
正
規

の
賃
金
格
差
が
残
り
、
引
き
続
き
取

組
を
実
施
す
べ
き
状
況
に
あ
る
と
整

理
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
こ
の
間

に
不
合
理
な
待
遇
差
を
巡
る
複
数
の

最
高
裁
判
決
が
示
さ
れ
、
判
断
枠
組

み
が
具
体
化
し
て
き
ま
し
た
。

　
そ
こ
で
、
雇
用
形
態
又
は
就
業
形

態
に
か
か
わ
ら
な
い
公
正
な
待
遇
の

確
保
に
向
け
て
、
ル
ー
ル
を
「
現
場

で
運
用
で
き
る
形
」
に
整
え
る
こ
と

が
本
改
正
の
軸
に
な
り
ま
す
。

二
　改
正
の
概
要

　
主
な
改
正
点
は
、次
の
３
つ
で
す
。

⑴
　
労
働
条
件
明
示
事
項
の
追
加

　
パ
ー
ト
・
有
期
・
派
遣
労
働
者
を

雇
い
入
れ
た
時
に
明
示
す
る
事
項

に
、「
待
遇
差
の
内
容
・
理
由
等
に

関
す
る
説
明
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
」旨
の
明
示
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
違
反
し
た
者
は
罰
則
と
し
て
、

10
万
円
以
下
の
過
料
が
定
め
ら
れ
て

い
る
こ
と
に
も
注
意
を
要
し
ま
す
。

⑵
　
同
一
労
働
同
一
賃
金
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
改
正

　
裁
判
例
等
を
踏
ま
え
、
賞
与
・
退

職
手
当
・
無
事
故
手
当
・
家
族
手
当
・

住
宅
手
当
・
病
気
休
職
・
夏
季
冬
季

休
暇
・
褒
賞
な
ど
に
関
し
、
ど
の
よ

う
な
待
遇
差
が
不
合
理
に
当
た
る
の

か
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

⑶
　
雇
用
管
理
指
針
等
の
改
正

　
福
利
厚
生
施
設
の
便
宜
供
与
の
対

象
例
拡
充
、
正
社
員
転
換
推
進
措
置

の
実
施
方
法
、
説
明
方
法
の
具
体
化

な
ど
、
雇
用
管
理
全
般
の
改
善
を
後

押
し
す
る
改
正
が
行
わ
れ
ま
す
。

※

　派
遣
分
野
も
、
派
遣
元
・
派
遣
先

指
針
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
同
趣
旨

で
見
直
さ
れ
ま
す
。

三
　企
業
が
実
施
す
る
こ
と

⑴
　
労
働
条
件
通
知
書
︵
労
働
条
件

明
示
︶
の
追
記
と
労
働
条
件
の
説

明
　
改
正
施
行
後
は
、
パ
ー
ト
・
有
期

を
雇
い
入
れ
た
時
は
、
労
働
条
件
明

示
事
項
と
し
て
「
説
明
を
求
め
る
こ

と
が
で
き
る
」
旨
を
書
面
交
付
等
で

明
示
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
実
務
上
は
「
書
式
の
追
記
」
だ
け

で
終
わ
ら
せ
ず
、
説
明
を
求
め
ら
れ

た
後
の
流
れ
も
含
め
て
整
備
し
て
お

く
こ
と
が
重
要
で
す
。
実
施
例
を
掲

同
一
労
働
同
一
賃
金

同
一
労
働
同
一
賃
金

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
改
正

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
改
正

　
本
年

　
本
年
1010
月
１
日
か
ら
︑パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
者︵
以

月
１
日
か
ら
︑パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
者︵
以

下
﹁
パ
ー
ト
・
有
期
﹂︶
と
派
遣
労
働
者
の
公
正
な
待
遇
の
確
保

下
﹁
パ
ー
ト
・
有
期
﹂︶
と
派
遣
労
働
者
の
公
正
な
待
遇
の
確
保

に
向
け
て
︑省
令
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
改
正
が
施
行
さ
れ
ま
す
︒

に
向
け
て
︑省
令
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
改
正
が
施
行
さ
れ
ま
す
︒

　
雇
用
形
態
に
よ
る
不
合
理
な
待
遇
差
を
解
消
す
る
﹁
同
一
労

　
雇
用
形
態
に
よ
る
不
合
理
な
待
遇
差
を
解
消
す
る
﹁
同
一
労

働
同
一
賃
金
﹂
は
︑
労
働
者
の
納
得
感
を
高
め
︑
採
用
・
定
着

働
同
一
賃
金
﹂
は
︑
労
働
者
の
納
得
感
を
高
め
︑
採
用
・
定
着

を
支
え
る
重
要
な
テ
ー
マ
で
す
︒
今
回
は
︑
改
正
点
と
企
業
が

を
支
え
る
重
要
な
テ
ー
マ
で
す
︒
今
回
は
︑
改
正
点
と
企
業
が

実
施
す
べ
き
こ
と
を
解
説
し
ま
す
︒

実
施
す
べ
き
こ
と
を
解
説
し
ま
す
︒
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慮
し
て
判
断
す
る
」
枠
組
み
を
前
提

に
、
裁
判
例
等
を
踏
ま
え
、
次
に
掲

げ
る
項
目
の
追
加
が
行
わ
れ
ま
し

た
。

賞
与
・
退
職
手
当
…
正
社
員
と
の
間

の
職
務
の
内
容
等
の
違
い
に
応
じ

た
均
衡
の
と
れ
た
内
容
と
な
っ
て

い
な
い
場
合
は
、
不
合
理
と
認
め

ら
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　
　
ま
ず
賞
与
・
退
職
手
当
の
「
目

的
」を
確
認
し
、そ
の
目
的
が
パ
ー

ト
・
有
期
に
も
当
て
は
ま
る
場
合

は
、
正
社
員
と
の
働
き
方
や
役
割

の
違
い
に
応
じ
た
バ
ラ
ン
ス
の
と

れ
た
も
の
に
な
っ
て
い
る
か
を
確

認
し
ま
し
ょ
う
。

無
事
故
手
当
／
家
族
手
当
／
住
宅
手

当
…
業
務
内
容
が
同
一
な
ら
無
事

故
手
当
の
同
等
取
扱
い
が
求
め
ら

れ
ま
す
。
継
続
勤
務
が
見
込
ま
れ

る
な
ら
家
族
手
当
の
同
等
取
扱
い

が
求
め
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
転
居

を
伴
う
配
置
変
更
の
有
無
に
応
じ

て
支
給
さ
れ
る
住
宅
手
当
は
、
同

条
件
に
あ
る
パ
ー
ト
・
有
期
に
も

同
等
の
取
扱
い
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
各
手
当
の
趣
旨
・
目
的
を
確

認
し
た
上
で
、
支
給
対
象
者
や
支

給
額
の
見
直
し
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

福
利
厚
生
施
設
…
福
利
厚
生
施
設
の

正
社
員
転
換
…
転
換
制
度
を
設
け
る

だ
け
で
な
く
複
数
措
置
が
望
ま
し

い
こ
と
、
更
新
時
の
面
談
や
メ
ー

ル
等
で
意
向
を
確
認
し
、
そ
の
意

向
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

も
の
と
さ
れ
ま
し
た
。

説
明
方
法
…
待
遇
の
相
違
の
内
容
及

び
理
由
の
説
明
の
際
は
、パ
ー
ト
・

有
期
が
内
容
を
理
解
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、「
資
料
活
用
＋
口

頭
説
明
」
ま
た
は
説
明
す
べ
き
事

項
を
全
て
記
載
し
容
易
に
理
解
で

き
る
内
容
の
資
料
を
交
付
す
る
等

の
方
法
に
よ
り
説
明
す
る
も
の
と

さ
れ
ま
し
た
。

四
　対
応
時
の
注
意
点

⑴
　
待
遇
差
の
解
消
の
仕
方

　
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
待
遇
の
相

違
の
解
消
等
の
目
的
は
、
パ
ー
ト
・

有
期
の
待
遇
の
改
善
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
待
遇
の
相
違
の
解
消
等
に
当

た
っ
て
は
、
正
社
員
の
待
遇
引
下
げ

（
労
働
条
件
の
不
利
益
変
更
）
に
よ

り
行
う
の
で
は
な
く
、
パ
ー
ト
・
有

期
の
労
働
条
件
の
改
善
を
図
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

⑵
　
抽
象
的
説
明
を
避
け
る

　「
役
割
期
待
が
違
う
か
ら
」な
ど
抽

象
的
・
主
観
的
な
説
明
だ
け
で
は
足

り
ず
、
客
観
的
か
つ
具
体
的
な
実
態

に
基
づ
い
て
説
明
で
き
る
こ
と
が
重

要
で
す
。

⑶
　
説
明
の
記
録
を
残
す

　
説
明
し
た
事
実
と
資
料
が
残
っ
て

い
な
い
場
合
、「
言
っ
た
・
言
わ
な
い
」

と
労
使
間
の
認
識
の
相
違
に
つ
な
が

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
説
明
に
用
い

た
資
料
と
説
明
記
録
を
残
し
て
お
き

ま
し
ょ
う
。

⑷
　
無
期
雇
用
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者

　
雇
用
期
間
を
定
め
ず
フ
ル
タ
イ
ム

で
勤
務
す
る
労
働
者
は
、
パ
ー
ト
タ

イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
法
が
適
用
さ

れ
る
対
象
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
労

働
契
約
は
、
均
衡
を
考
慮
し
つ
つ
締

結
す
べ
き
も
の
で
あ
り
、
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
趣
旨
が
考
慮
さ
れ
る
べ
き
で

あ
る
こ
と
（
無
期
雇
用
フ
ル
タ
イ
ム

労
働
者
も
、
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る

待
遇
の
相
違
が
あ
る
場
合
に
は
解
消

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
）
に
留
意

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑸
　
参
考
資
料
の
公
開

　
厚
生
労
働
省
に
よ
り
、「
同
一
労

働
同
一
賃
金
特
集
ペ
ー
ジ
」
が
設
け

ら
れ
、
各
種
の
解
説
資
料
や
支
援

ツ
ー
ル
が
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
。
改

正
対
応
の
際
に
活
用
す
る
と
よ
い
で

し
ょ
う
。

料
金
・
割
引
率
等
の
利
用
条
件
に

つ
い
て
、
正
社
員
と
の
間
に
不
合

理
と
認
め
ら
れ
る
待
遇
差
を
設
け

て
い
る
場
合
は
改
め
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

病
気
休
職
／
夏
季
・
冬
季
休
暇
／
褒

賞
…
正
社
員
に
病
気
休
職
期
間
の

給
与
保
障
を
行
う
場
合
は
、
継
続

勤
務
が
見
込
ま
れ
る
パ
ー
ト
・
有

期
の
病
休
に
対
し
て
も
給
与
保
障

を
す
る
、
正
社
員
と
パ
ー
ト
・
有

期
に
対
し
て
も
同
一
の
夏
季
・
冬

季
休
暇
を
付
与
す
る
、
一
定
期
間

の
勤
続
に
対
し
て
褒
賞
を
付
与
す

る
場
合
は
、
同
一
の
条
件
を
満
た

す
パ
ー
ト
・
有
期
に
対
し
て
も
同

一
の
褒
賞
を
付
与
す
る
と
い
っ
た

見
直
し
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

⑶
　
雇
用
管
理
の
改
善

　
雇
用
管
理
指
針
の
改
正
は
、
待
遇

差
の
是
正
を
賃
金
の
み
な
ら
ず
、
福

利
厚
生
や
キ
ャ
リ
ア
形
成
も
含
め
た

改
善
を
促
す
内
容
で
す
。

福
利
厚
生
施
設
…
従
来
例
示
さ
れ
て

い
た
給
食
施
設
・
休
憩
室
・
更
衣

室
に
加
え
、
物
品
販
売
所
、
診
療

所
、
保
育
所
、
体
育
館
、
保
養
施

設
、
駐
車
場
等
の
利
用
便
宜
の
供

与
を
講
ず
る
よ
う
配
慮
す
べ
き
旨

が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。
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あ
な
た
は
１
日
何
時
間
座
っ
て
い

ま
す
か
？

　
運
動
不
足
を
気
に
す
る
こ
と
は
あ

っ
て
も
、
自
分
の
座
位
時
間
を
意
識

す
る
方
は
多
く
な
い
で
し
ょ
う
。
し

か
し
、
座
位
時
間
が
長
い
ほ
ど
、
が

ん
や
糖
尿
病
、
認
知
症
な
ど
の
病
気

や
不
調
の
リ
ス
ク
が
高
ま
る
と
報
告

さ
れ
て
い
ま
す
。
座
り
す
ぎ
の
リ
ス

ク
を
減
ら
す
に
は
、
ま
ず
は
①
１
日

の
総
座
位
時
間
を
８
時
間
未
満
に
減

ら
す
こ
と
で
す
。
通
勤
中
は
立
つ
、

家
や
職
場
で
こ
ま
め
に
動
く
、
デ
ス

ク
ワ
ー
ク
を
立
っ
て
行
う
環
境
も
よ

い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　
加
え
て
、
②
１
回
の
座
位
時
間
を

短
く
、
30
分
に
１
回
、
３
分
間
程
度

立
ち
上
が
り
歩
く
か
、
そ
の
場
で
足

踏
み
を
す
る
。
そ
し
て
③
座
っ
て
い

て
も
で
き
る
だ
け
動
く
こ
と
で
す
。

座
り
な
が
ら
か
か
と
を
上
げ
下
げ
、

足
踏
み
な
ど
座
位
中
は
頻
繁
に
姿
勢

を
変
え
る
こ
と
を
意
識
し
、
座
っ
た

ま
ま
の
運
動
を
試
し
て
く
だ
さ
い
。

座
り
す
ぎ
注
意

　ビジネスネームを導入する企業が増えて
います。ビジネスネームとは、本名とは異
なる、仕事上で使用する名前のことです。
従来は、結婚後も旧姓で働きたい人や、
LGBT（性的少数者）などの観点からアイデ
ンティティ確立のために本名を伏せたい人
などに配慮した概念でしたが、ここ数年は、
プライバシー保護やカスタマーハラスメン
ト（カスハラ）対策で導入する動きが広がっ
ています。
　厚生労働省が2024年に公表した調査で
は、企業の23％が「顧客からの著しい迷惑
行為に関する相談が過去3年間で増えた」
と回答しています。若年の女性スタッフを
中心に、SNSで本名を検索されたり、長時
間のつきまといを受けるなど接触リスクが
あったといいます。ビジネスネームを利用
することで、顧客からのクレームが従業員
個人への攻撃ではなく、会社への正当な指

摘に帰着しやすいというメリットがあります。
　職場によっては、旧姓を通称使用しつつ、
給与や社会保険は戸籍上の名前、顧客対応
はビジネスネームと、3つの名前を使い分
けるケースも想定されます。
　導入にあたり注意すべき点は、人事情報
の一元管理を徹底させることです。特に社
会保険、税務、行政対応は戸籍名で行われ
るため、管理が不十分だと混乱や手続きの
遅延が起きてしまいます。また、社内でビ
ジネスネームのルールを周知させ共有して
おくことも重要です。
　ビジネスネームの活用例としては、名札
の表記をプライバシー保護の観点から変え
る動きがあり、奈良県生駒市や東京都三鷹
市など自治体でも名札の表記を名字のみに
切り替えたり、約830店舗を展開するタリー
ズコーヒージャパンでは名札をイニシャル
表記に変更しました。実名は顧客に安心感
を与えますが、カスハラ被害が多いサービ
ス業等では、柔軟にビジネスネームを活用
してもよいのではないでしょうか。

ビジネスネーム利用

　電球の寿命を比較してみましょう。1日
8時間点灯した場合、白熱電球は125～
250日、蛍光灯は2～4年、そしてLED
電球は13～17年と、LEDは圧倒的に長
寿命です。しかも白熱電球のように突然点
かなくなる「球切れ」は起こりません。白
熱電球はフィラメントに電流が流れて発熱
し、徐々に蒸発して細くなり、最後には切
れてしまいますが、LEDはプラスとマイ
ナスの電流が内部で衝突する際のエネル
ギーを利用して発光するため、原理的には
半永久的に使用できるとされています。
　寿命の判断は、白熱電球は突然点かなく
なり、蛍光灯はチカチカし始めますが、
LEDは徐々に暗くなることで判断できます。
LEDが点かなくなるのは、寿命ではなく
故障であることが多く、内部の電源装置が
うまく放熱できないと不点灯になり、また
湿気に弱いので内部基板の故障が起こるこ
ともあります。浴室など湿気の多い場所で
は使用環境に合ったものを選びましょう。

LEDは10年もつ？！

発行


